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我が国が直面する課題と目指すべき方向性

2020年

1.26億人
高齢化率

28.7％

0.75億人

0.52億人

0.29億人

0.29億人

0.07億人

0.1億人

2050年

1.02億人
高齢化率

37.7％

2025年度

140兆円
対GDP比
21.8％

47.8兆円

66.7兆円

15.3兆円

25.8兆円

2040年度

190兆円
対GDP比

24％

• 総人口は20％減少し、その中でも特に生産年齢人口
は30％以上減少。また高齢化が進展し、約40%が高
齢者、約10％が要介護者となり、対処をしなければ
経済維持が困難に。

• 他方、平均寿命は延伸するため、健康な状態で長期間
経済活動を行うことができる「健康寿命の延伸」が重
要。

平均寿命の推移

男性

女性

81.6歳

87.7歳 90 .3歳（＋2.6歳）

83 .5歳（＋1.9歳）

2020年 2050年

目標① 健康寿命の延
伸

• 要介護者の増加に伴い、公的保険で賄われる社会保障
の負担額も約35％増加する見込み。

• 人々の健康への投資、医療の質の高度化や、公的保険
の範囲にとらわれない産業発展が重要。

目標②③ 産業市場の拡
大

（出所）人口・高齢化率については、国土交通省「2050年の国土に係わる状況変化」（令和２年９月）による。平均寿命については、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推
計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果による。要介護者については、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成29年推計）」、総務省「人口推計（平成28年）」、
厚生労働省「平成27年度介護給付実態調査」統計表第３表 平成27年11月審査分より経済産業省作成による。社会保障給付費については、内閣官房全世代型社会保障構築本部事務局「基礎資料集」
（令和４年３月）による。



（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年・中位推
計）」

健康寿命の延伸による生産年齢人口の変化

生産年齢人口の推移

0-14歳

15-64歳

65-74歳

75歳以上

健康寿命延伸により
新たに生産年齢人口となる層

健康寿命が74歳まで延伸した場合、
生産年齢人口の割合は66％（2007

年時点と同様の水準）に

66％52％59％
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（参考）今後は世界的にも高齢化が進行

（注）2022年以降は、中位推計の予測値。
（出所）United Nations  「World Population Prospects 2022」

● 日本では、2045年頃まで世界に先駆けて高齢化するが、その裏では世界的にも高齢化が
進行。世界の高齢者数は2021年：7.6億人（高齢化率9.6％）から、2060年：18.8億人
（18.7％）に。

● 高齢化にかかる課題先進国として、ヘルスケア分野で新たな需要の拡大・対応策の確立
を実現できれば、今後、高齢化の後を追ってくる諸外国への展開も視野に入れることが
可能に。

高齢化率（＝65歳以上人口比率）の国際比較

日本

イギリ
ス

中国

韓国

アメリ
カ

ドイ
ツ

フラン
ス

世界の人口・高齢者数の推移と将来予測

（2021年）

（2021年）

（2060年）

（2060年）

（年）

（億人）

世界の総人口

世界の65歳以上人口
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国民の健康増進

経済成長
持続可能な社会保障制度構築へ

の貢献

（１）健康経営の推進（企業が従業員の健康づくりを「コスト」ではなく「投資」とし
て捉え、人的資本投資の一環として推進）

（２）PHR（パーソナルヘルスレコード：健康診断結果や日常の脈拍や歩数のデータ）
を活用した新たなサービスの創出

（３）質の高いヘルスケアサービスの創出・振興

（４）介護・認知症等の地域課題への対応

（５）ヘルスケアベンチャー支援

（６）医療・介護・ヘルスケアの国際展開

健康寿命を

2040年に75歳以上に
（2016年72歳から３歳増）

※厚生労働省「健康寿命延伸プラン」よ
り

目標

公的保険外の
ヘルスケア・介護に係る国内市場を

2050年に77兆円に
(2020年24兆円から53兆円増)

世界市場のうち日本企業の
医療機器の獲得市場を

2050年に21兆円に
(2020年３兆円から18兆円増)

１ ２ 3

ヘルスケア政策の目指す姿と施策
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健康経営の推進
● 健康経営とは、従業員の健康保持・増進の取組が、将来的に収益性等を高める投資であるとの考えの

下、健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践すること。

● 制度開始以降、健康経営に取り組む企業の裾野が急速に拡大し、健康経営優良法人認定制度に申請す
る法人数は約2万社にのぼる。

● 2023年度は日経平均株価を構成する225社のうち約8割が健康経営度調査に回答。

● 2023年度認定法人で働く従業員数は876万人。（日本の被雇用者の約15％）

● 今年度より、 ブライト500の下位に「ネクストブライト1000」を新設。

大企業 等 中小企業 等

健康経営優良法人
大規模法人部門(ホワイト500)健康経営銘柄

上位500法人

健康経営優良法人
（大規模法人部門）

健康経営度調査
回答法人

健康経営優良法人
中小規模法人部門(ブライト500)
(ネクストブライト1000(新設))

健康経営優良法人

(中小規模法人部門)
健康宣言に取り組む

法人・事業所

上位500法人

1000法人



健康経営銘柄2024
● 「健康経営銘柄2024」として、26業種52社を選定。
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● 企業の取組状況と、従業員の健康状況の両方を可視化することで、経営者のトップダ

ウンによる従業員の予防・健康づくりの推進を図る。

● 企業と保険者の連携（コラボヘルス）のさらなる促進のため、令和5年度調査票より

企業（事業主）単位の特定健診・特定保健指導の実施率を問い、評価対象としている。

健康経営と保健事業の両輪によるコラボヘルスの推進

◆ 対象 企業等

◆ 内容 主に健康経営に関する企業の取
組

例）全社方針の明文化、産業医・保健師の
関与、

心身の健康保持・増進の取組、効果検
証

◆ 目的 効果的な健康経営の実践の促進

◆ 対象 保険者

※今年3月より、従来の保険者単位のレポート
に加え、

事業主単位レポートの提供を開始。

◆ 内容 主に健康状況・生活習慣・医療費

例）肥満、血圧、血糖等のリスク保有者割合、
生活習慣の適正者割合、医療費

◆ 目的 効果的な保健事業の実践の促進

健康スコアリングレポート健康経営優良法人認定制度
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10年の変遷① コラボヘルスや働き方改革関連法と連携

● 健康経営度調査開始
● 健康経営銘柄初選定

● 健康経営優良法人（大規模法人部門・ホワイト500）認定開
始

● 健康経営優良法人（中小規模法人部門）認定開始

● 健康経営優良法人（中小規模法人部門）
ブライト500認定開始

【人的資本経営】
● 2020年9月

人材版伊藤レポート公表

【人的資本経営】
● 2022年5月

人材版伊藤レポート2.0公表

【SDGs】
● 2015年9月

「持続可能な開
発のための
2030アジェン
ダ」

【ウェルビーイング経営】
● 2020年～2021年頃

【ESG投資】
● 2006年 国連責任投資原則

（PRI）が提唱
● 2014年頃より国内投資家の

ESG姿勢に変化

【働き方改革】
● 2019年4月

労働基準法等一部施行

【働き方改革】
● 2018年7月

働き方改革関連法公布
【働き方改革】
● 2020年4月

受動喫煙防止法完全施行

【コラボヘルス】
● 2017年7月

コラボヘルスガイドライン公
表

● 健康経営ガイドブック（改訂第1版）公表

● 健康経営ガイドブック（初版）公表

● 健康投資管理会計ガイドライン公表

● 2013年12月
次世代ヘルスケア産業協議会設
置

● 2014年2月
健康投資WG初回開催

● 2020年7月
健康・医療新産業協議会設置

● 健康経営優良法人認定要件変更
・受動喫煙対策が必須化
・女性の健康保持・増進に向けた取組が追加

● 健康経営優良法人認定制度
を補助事業化（日本経済新聞社）

● ACTION!健康経営サイト開設

2015年度

2014年度

2016年度

2018年度

2017年度

2019年度

2021年度

2020年度

2022年度

2023年度

● 2014年度に健康経営度調査が開始されて以降、コラボヘルス、働き方改革関連法の施行
といった企業従業員への健康維持・増進に関連する施策が増加。

● 2020年度には従業員を無形資産と捉えた健康投資管理会計ガイドラインを公表し、近年
の人的資本経営に通ずる考え方を健康という切り口から先導した。



● 健康経営度調査の回答を経年で見ると、経営トップが健康経営の最高責任者を担う
企業が大幅に増加。

（出所）健康経営度調査回答結果を基に作成

Q. 全社における健康経営の推進の最高責任者の役職は何です
か。

9

10年の変遷② 経営トップのコミットメントが大幅に増加



● 令和5年度健康経営度調査回答結果によれば、東京証券取引所において、健康経営に関す
る情報を社外に開示している企業の時価総額の比率は71%を占めている。

● 開示企業数は、前年度より228増えて2,466法人となり、非財務情報開示の一環として健
康経営の情報を開示する企業が増加している。

健康経営の推進を社外に発信している企業の時価総額の割合※1

東京証券取引所
株式時価総額※2

990兆円

71%（697兆円）

※令和３年時点：33％（249兆円）

健康経営推進に関する情報を
社外に開示している企業の時価総額が

東京証券取引所の時価総額合計に占める割
合※1 東京証券取引所、各社HPの公開情報より作成

※2 2024.4末時点のプライム、スタンダード、グロース市場の株式時価総額
※3 健康経営度調査2023（大規模部門）回答企業の内、東証プライム/スタンダード/グロースに上場しており、

Q19で1-5（いずれも開示していない以外）を選択している企業の時価総額（直近年度）の合計

健康経営
情報開示企業

株式時価総額※3

697兆円

10年の変遷③ 健康経営に関する取組を開示する企業が増加

1010



11

10年の変遷④ 喫煙率が低下

● 喫煙率は、回答企業全体及びホワイト500ともに年々低下している。

● 就業者全体の喫煙率を、ホワイト500男女構成比、及び回答全体の男女構成比にてそれぞ

れ調整した就業者の喫煙率と比較したところ、回答法人全体の喫煙率が低く、ホワイト
500ではその差がより顕著に表れている。

喫煙率※の推移（回答法人全体）

※2016年度及び2019年度は2020年度調査結果から、2017年度及び2020年度は2021年度調査回答結果から、2018年度及び2021年度は2022年度回答結果から集計したもの。
※2022年度ホワイト500喫煙率は令和5年度健康経営度調査結果の上位500法人での値である。
※国民生活基礎調査における就業別喫煙率調査は3年に1回実施。

出所：国民生活基礎調査（令和4年度、令和元年度、平成28年度）より、性別・職業別喫煙率より試算

喫煙率※の推移（ホワイト500認定法人）
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10年の変遷⑤ 過去11年の回答結果の推移（有給休暇取得率）

● 健康経営度調査開始以降、年次有給休暇取得率の向上が顕著。

● 令和5年就労条件総合調査によると有給休暇取得率は約6割（58.3 %）であるところ、
回答法人における有休取得率は平均を超える6割以上取得法人が75.4％と高い割合を
示す。さらに、ホワイト500認定法人では約9割に上る。

年次有給休暇取得率の推移（回答法人全体） 年次有給休暇取得率の推移（ホワイト500認定法人※）

87.8％

6割以上有給取得
している法人

6割以上有給取得している法人

※2016年度及び2019年度は2020年度調査結果から、2017年度及び2020
年度は2021年度調査回答結果から、2018年度及び2021年度は2022年度
回答結果から、2022年度は2023年度回答結果から集計したもの

75.4％

（2019年4月労働基準法等一部施行） （2019年4月労働基準法等一部施行）



％、n=900

出所：日経新聞社「働き方に関するアンケート」2023年9月実施。就活生600人、転職者300人を対象
に実施。

※「健康経営」とはなにか*、「健康経営優良法人」「健康経営銘柄」のロゴを提示し
たうえでの回答。
回答者に対して、以下を提示。

「健康経営」とは、従業員の心身の健康を企業の財産（経営資源）と考え、従業員一
人一人が心身ともに健康で働くことが、企業の持続的な成長につながるという考え方
をもった経営手法です。

Q．企業が「健康経営」に関して取り組んでいるかどうか、「健康経

営優良法人」の認定を取得しているかどうかが、就職先を決める
際の決め手になりますか。
※（ひとつだけ）

60.4％

（％）

Q．あなたが働く職場に望むものはなんですか（３
つまで）

n=900

● 就活生及び転職者に対するアンケートを実施し、企業が健康経営に取り組んでいるこ
とが就職先の決め手になると約６割が回答。

● 求職者が働く職場に望むもののトップは、心身の健康を保ちながら働けることであ
り、多様な価値観を持つ働く世代において健康経営が重要な要素となっていることが
わかる。

10年の変遷⑥ 働き方の変化
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● 健康経営度調査を分析すると、健康経営度の高い企業の方が離職率は低い傾向。
● 2022年における全国の一般労働者の離職率と比較しても低い傾向。

健康経営銘柄、健康経営優良法人における離職率

※離職率の全国平均は「厚生労働省 2022年（令和4年）雇用動向調査」に基づく。（ただし健康経営度調査の回答範囲と異なる可能性
がある）
※離職率=正社員における離職者数/正社員数を各社ごと算出し、それぞれの企業群で平均値を算出
※なお、離職率に関する設問は健康経営度調査の評価には含まれていない。

10年の変遷⑦ 離職率への効果
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健康経営の目指すべき姿

日
本

経
済

社
会

を
支

え
る

基
盤

と
し

て
の

健
康

経
営

健康投資

従業員の健康増進

従業員の
ヘルスリテラシー向上

離職率低下

企業イメージ向上
による優秀な人材の獲得

ヘルスケア産業の創出・新興

生活習慣の改善

家族などのヘルスリテラシー向上

レジリエン
ス

の向上

業務パフォーマンス
の向上

生産性向上

リタイア後の行動変容

組織の活性化

ステークホルダー
からの信頼

労働力人口増加

幅広い国民の
QOL向上

企業の価値向上

経済成長

健康寿命延伸

認定法人
の
拡大

評価項目
の
拡充

健康経営銘柄
選定

健康経営優良
法人認定制度設立

健康経営優良法人
認定事務局の補助事業化

2014
年度

2016
年度

顕彰制
度

の創設

2022
年度

健康経営の社会への浸透・定着
中小企業への普及拡大
制度運営の完全民営化

健康経営の可視化と質向上
健康経営の効果分析と適切な指標の検討
(健康増進、生産性・エンゲージメント向上等)

新たなマーケットの創出
健康経営を支える産業の創出と
国際展開の推進

1

2

3

20XX
年度
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目指すべき姿の実現に向けた今年度の施策の方向性

● 日本経済社会を支える基盤としての健康経営を目指し、以下の3本柱に基づき、

調査票等の内容、制度設計の在り方等を見直すとともに、支援産業の事業環境
を整える。

健康経営の

可視化と質の向
上

1
• 健康経営の取組意義の明確化と

効果の可視化への意識づけ

• 多様な背景を持つ従業員への支
援

新たなマーケッ
トの
創出

2
• 支援サービスの品質向上
• 健康経営の国際認知度向上
• 支援サービスの国際展開支援

健康経営の社会
への浸透・定着３ • 大多数を占める中小企業や

雇用形態の多様化への対応

日
本

経
済

社
会

を
支

え
る

基
盤

と
し

て
の

健
康

経
営
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1 健康経営の可視化と質の向上：ガイドブックの改訂

● 健康経営度調査を開始してから10年が経ち、競争力の源泉として「ヒト」を中心とする
無形資産の価値や、企業における人的資本の重要性はさらに高まっている。

● また、人的資本経営やウェルビーイング経営、サステナビリティ経営、コラボヘルスの
浸透など、健康経営を取り巻く環境は大きく変化。

● そのため、今年度補助事業の一環として、関連概念の整理を進めており、新たな時代の
健康経営の意義や効果検証等の在り方などをとりまとめ、「健康経営ガイドブック」と
「健康投資管理会計ガイドライン」の改訂版を策定する。

改訂
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健康経営の可視化と質の向上:デジタル技術の活用可能性
● 健康経営度調査においては、令和４年度から保険者-事業主間の健診データの共有やマイ

ナポータルとの連携を見据えた設問を設けているところ。先進的な企業においては、従業
員に対してPHR(Personal Health Record)を活用した健康増進の取組を行い、自身の健
康状態・生活習慣の可視化や職場以外も含めた健康への取組を支援している。

● このような取組は、従業員の健康意識の向上や行動変容がしやすい環境づくりに資する
ため、マイナンバーカードの健康保険証利用やマイナポータル活用等に加え、今年度は、
健康経営度調査においてPHRの活用をに向けた環境整備状況全般について新たに問う。

健診等情報

特定健診/事業主健診 等

可視化による気づ
き

社内イベントの実
施

AI健康アドバイ
ス

インセンティブ
付与

Ｐ
Ｈ
Ｒ

を
活

用
し
た

健
康
管

理
サ

ー
ビ
ス

ライフログデ
ータ

食
事

歩数・運
動・

活動量等

睡
眠

継続による成
果

健康意識の向上

健康行動の実施

すべての従業
員

従
来

の
ア

プ
ロ

ー
チ

保健指導な
ど

指導対象者の
み

データ利活
用

PHRを活用した健康経営の取組
オンライン資格確認等システム／マイナポータルを通じて、日常

生活でも活用

1
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２ 新たなマーケットの創出：関連サービスの分類イメージ
● 健康経営の普及拡大に伴い、様々な産業の活性化にもつながっている。

● 各企業が健康経営に取り組む上で、関連サービスの更なる育成が重要であり、健康
経営企業のサービス選択に資する環境整備を行っていく。

全体戦略策定・
専門的フォロー

産業医等専門職、コン
サル

健康経営の実践を
支えるツール

人事労務業務効率化シ
ステム、データプラッ

トフォーム

生活習慣病対策
ヘルスリテラシー向

上
研修セミナー、Eラー
ニング、ポスター、ヘ

ルスツーリズム

アルコール対策
依存セルフチェック、適正飲酒支援ア

プリ

重症化予防支援
産業医等専門職、
健康管理アプリ

筋骨格系症状対策
低周波治療、鍼灸マッサージ、理学療

法士

早期発見・課題把握
健康診断、人間ドック

セルフマネジメント
ウェアラブルデバイス、健
康管理アプリ、家庭用計測

器

働きやすさ向上、社内コミュニケーショ
ン促進

組織風土診断ツール、勤務制度改善コンサル、
勤怠管理システム、テレワーク等システム整備、
オフィス環境整備（デスク・チェア・仮眠室）、
社内コミュニケーションツール（SNS）、治療

との両立のための相談窓口

福利厚生代行
エンタメ優待、リフ
レッシュ・美容（エ
ステ・リラクゼーシ
ョン）、一般用医薬

品購入補助

感染症予防対策
予防接種、衛生用品

民間保険
※付帯プラン
でのヘルスケ
アサービスの
パッケージ提
供、健康増進
割引など

たばこ対策
ニコチンパッチ、
禁煙支援アプリ

食生活・栄養
社員食堂、健康
食品、サプリメ
ント、食生活改
善アプリ、栄養

指導

生産性損失対策

女性特有の健康課題対応
フェムテック（月経周期管理アプリ、
オンラインカウンセリング）、生理

用品

メンタルヘルス対策
ストレスチェック、心理カウンセリング、マイン

ドフルネス

安心・安全な環境整備、エンゲージメント向
上

オーラルヘルス
歯科検診、歯ブラ
シ、歯磨き粉

運動習慣
フィットネスクラブ、フィット
ネスアプリ、運動器具、スポー
ツ系アパレル、ウォーキングイ

ベント、トレーナー

※上記サービスは一例
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新たなマーケットの創出：メンタルヘルス関連サービス選択支援ツール

● 選択支援ツールでは、雇用主が、Web上で、自社のニーズ・課題に対するサービスの選
択肢を知り、自社の課題に応じて、適切なサービス選択を支援することを想定。

● 昨年度作成したプロトタイプを元に、社会実装に向けて、体制や運営ルール、開示情報
の質の担保等に関する議論を今年度実施。

①課題と対応の方向性とソリューションを提示 ②該当するサービス一覧の提示/各サービスの詳細閲覧

２
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２ 新たなマーケットの創出：OECDにおける国際PR
● OECD64カ国が参加する中小企業・起業家専門会合、及びOECD医療専門家会合で健康

経営の概要についてプレゼンし、各国から高い関心を得た。

● OECDの中小企業向けのブログ「COGITO」に、従業員のWell‐beingに貢献する取組と
して、日本の健康経営に関する記事を掲載。

OECD中小企業・起業家専門会議
（CSMEE）

※出典 OECD Cogitoブログ https://oecdcogito.blog/2024/07/04/healthy-minds-healthy-businesses-prioritising-mental-health-in-smes-and-
entrepreneurs/

OECD COGITOブログ
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健康経営の社会への浸透・定着：育児・介護と就業の両立支援

令和６年度健康経営度調査票

● 2024年3月に企業における仕事と介護の両立支援を先導していくことが期待される経

営層を対象にした、企業が取り組むべき事項をステップとして具体的に示したガイド
ラインを策定。

● 具体的な取組を促すため、 健康経営度調査において「仕事と介護の両立支援に関する

経営者向けガイドライン」の「企業が取り組むべき介護両立支援のアクション」を参
照し、選択肢を拡充・整理。

３
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3 健康経営の社会への浸透・定着：小規模法人への特例制度の導入（特例内容）

● 小規模法人に対する健康経営優良法人の申請間口を拡大し、従業員数の少ない法人に
対して、取組の実態に合わせた健康経営の推進を促すにあたり、認定要件を低減した
特例を設ける。

従業員数の少ない法人向けの特例認定要件

評価項目

健康経営の具体的な推進計画

評価項目「①従業員の健康診断の実施」
～「③50人未満の事業場におけるスト
レスチェックの実施」

評価項目「④管理職または従業員に対す
る教育機会の設定」～「⑦私病等に関す
る復職・両立支援の取り組み」

評価項目「⑧保健指導の実施または特定
保健指導実施機会の提供に関する取り組
み」～「⑮喫煙率低下に向けた取り組
み」

3(1)

3(2)

3(3)

2025

（4項目中）
2項目以上

（4項目中）
1項目以上

（８項目中）
3項目以上

（参考）

中小規模法人 認定要件

2024 2020

必須項目

1項目以上

2項目以上

4項目以上

2項目以上

1項目以上

3項目以上
※当時の評価項目

数は7項目
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3 健康経営の社会への浸透・定着：様々な領域との連携（白書等への記載）

● 女性版骨太の方針や各省庁政策分野の報告書にも健康経営についての記載が増加。
今後も、各省との連携により、更なる健康経営の浸透を図る。

女性版骨太の方針2024（内閣府男女共同参画局）

• 仕事と介護の両立に係る課題解決に向けて、健康経営等を通じた両立支援に取り組む企業のインセンティブの設計、
自治体や地域の支援団体等と連携した中小企業の両立支援を面で支える仕組みの構築を推進する。

• 健康経営銘柄、健康経営優良法人、なでしこ銘柄等において、女性の健康課題に取り組み、成果を上げている企業や
健康保険組合の好事例を集め、他の企業等にも広く周知すること等を通じて、企業における女性の健康課題への取組
をより促進する。さらに、小規模事業者においても、こうした取組が広まるように、健康経営優良法人制度中小規模
法人部門の要件緩和等を検討する。

健康日本21（第三次）（厚生労働省）

・ 社会環境の質の向上に関する目標
３ 誰もがアクセスできる健康増進のための基盤の整備

②健康経営の推進 保険者とともに健康経営に取り組む企業数 10万社（令和７年度）※日本健康会議の動向等を踏まえ更新予定

令和6年版 男女共同参画白書（内閣府男女共同参画局）

• 企業規模にかかわらず、勤務先が健康経営に取り組んでいるとする者は、取り組んでいないとする者に比べ、体調不
良による仕事のプレゼンティーイズム年間損失日数が４～７ 日程度少なく、その差は女性の方が大きい。

• 勤め先の企業が健康経営に取り組んでいると考える者の割合は、女性の方が低く、今後はより多くの企業において、
女性の視点を踏まえた健康経営の推進が望まれる。

令和5年度 食育白書（農林水産
省）• 従業員の健康保持・増進の取組が、将来的に収益性等を高める投資であるとの考えの下、健康管理を経営的視点から

考え、戦略的に実践する健康経営が推進されています。健康経営に取り組む企業では若い世代への栄養セミナーの開
催や、社員食堂において健康に配慮した食事を安価で提供するといった取組等も行われています。

令和5年版 自殺対策白書（厚生労働省）
• 健康経営度調査にて、メンタルヘルス不調の予防や不調者への復職支援、就業と治療の両立支援に関する事業者の取

り組みを調査



ヘルスケア産業課の取り組み一覧

健康経営ポータルサイト
「ACTION！健康経営」

（健康経営）

https://kenko-keiei.jp/

入会はこちら
「 PHRサービス事業協会」

（PHR)

https://phr-s.org

認知症予防に関する民間サ
ービスの開発・展開にあた

っての提言
（認知症）

https://www.meti.go.jp/shingika
i/mono_info_service/ninchisho_

wg/pdf/2022_002_05_00.pdf

海外市場の情報を集約
「ヘルスケア国際展開

ウェブサイト」
（国際展開）

https://healthcare-
international.meti.go.jp/

PFS/SIB関連情報を集約
「ヘルスケア分野における成果連動
型民間委託契約方式（PFS/SIB）」

（地域産業）

https://www.meti.go.jp/policy
/mono_info_service/healthcar
e/seikarenndougataminnkannit

akukeiyakuhoushiki.html

介護を「個人の課題」から
「みんなの話題」へ

「OPEN CARE PROJECT」
（介護）

https://www.meti.go.jp/policy/
mono_info_service/healthcare/

opencareproject/index.html

認知症当事者との共生
「オレンジイノベーション

プロジェクト」
（認知症）

https://www.dementia-
pr.com/

予防・健康づくりに関する
医学会による指針
（エビデンス）

https://healthcare-
service.amed.go.jp/

ベンチャー相談窓口
「Innohub」

（ベンチャー支援）

https://healthcare-
innohub.go.jp/

https://kenko-keiei.jp/
https://phr-s.org/
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/ninchisho_wg/pdf/2022_002_05_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/ninchisho_wg/pdf/2022_002_05_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/ninchisho_wg/pdf/2022_002_05_00.pdf
https://healthcare-international.meti.go.jp/
https://healthcare-international.meti.go.jp/
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/seikarenndougataminnkannitakukeiyakuhoushiki.html
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/seikarenndougataminnkannitakukeiyakuhoushiki.html
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/seikarenndougataminnkannitakukeiyakuhoushiki.html
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/seikarenndougataminnkannitakukeiyakuhoushiki.html
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/opencareproject/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/opencareproject/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/opencareproject/index.html
https://www.dementia-pr.com/
https://www.dementia-pr.com/
https://healthcare-service.amed.go.jp/
https://healthcare-service.amed.go.jp/
https://healthcare-innohub.go.jp/
https://healthcare-innohub.go.jp/
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